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別記様式第 2 号 別添

浜の活力再生プラン 

令和６～１０年度 

第３期 

１ 地域水産業再生委員会 

組織名 興部地区地域水産業再生委員会

代表者名 加賀谷 一則（沙留漁業協同組合 代表理事組合長）

再生委員会の構成員 沙留漁業協同組合、興部町

オブザーバー 北海道オホーツク総合振興局水産課、北海道漁業協同組合連合会

対象となる地域の範囲及

び漁業の種類 

地  域：北海道紋別郡興部町

漁業種類：ほたてがい桁びき漁業（94名）・さけ定置網漁業

（69名）・ます小型定置網漁業（26名）・毛がに篭漁業（95
名）・底建網漁業（26名）・こんぶ漁業（52名）・ほたてがい

養殖業（9名）・うに漁業（5名） 
正組合員：104名 

（令和５年１１月３０日現在）

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

当再生委員会が所管する興部町は、北海道北東部のオホーツク海に面し、その気候風土

を活用した第1次産業である農林水産業及びその生産物を原材料とした第2次産業が発達し

ている。水産業においては、興部漁港（第1種）と沙留漁港（第2種）の2港を有し、興部町

の水産物供給基地としての役割を担っている。 

  沙留漁業協同組合では、正組合員104名を有し、ほたてがい漁業、さけ定置網漁業を基幹

産業として、令和4年度の水揚量は約2.4万トン、水揚金額は約70億円となっており、地域

の基幹産業として重要な役割を果たしている。 

  当地区では主要魚種であるほたてがいをはじめ、うに、こんぶ、なまこ、ほっき貝及び

毛がに等の資源管理を行っており、漁業者・漁協が関係機関と連携し各種資源管理調査に

取り組むとともに、得られた結果を資源管理に反映するなど持続的な水産資源利用に取り

組んでいる。また、ほたてがい漁業の根幹をなすほたてがい養殖業にあっては、井戸から

の外海清浄海水取水計画とあわせ、生産稚貝の適正枚数管理と大型化を目指した2次飼育の

実施を通し、活力ある大型の稚貝を放流することでほたてがい資源の増大を図っている。 

  一方の主要魚種であるさけについては、平成30年度に興部川が放流河川から捕獲・放流

河川になり、併せて興部ふ化場増改築による施設整備工事が完了したことで、当河川の捕

獲親魚を利用した採卵・受精による地場資源の増大に寄与することが期待されている。 

 近年は、ほたてがい漁業の資源量及び価格が経営に与える影響が大きいため、漁業者・

漁協及び関係機関において安定化を図るべく、上記の資源管理に係る取組みに加えて、外

敵駆除、適正放流枚数、放流適期等の検討に取り組んでいる。 

また、毛がにの資源水準が回復しないことによる許容漁獲量の減少やさけの来遊数の減

少に加えて、日本水産物の全面禁輸を受けた出荷量の減少・価格低下が危惧される状況で

ある。 

  当地区の主要拠点港である沙留漁港においては、漁船の大型化と共に秋漁の最多利用期

における漁港の狭隘化が顕著となり、係船岸壁を増やすなどの漁港の拡張が求められてい

る。一方、当地区近隣では高度な衛生管理のもとでの高鮮度な漁獲物を出荷する地域が多

くなっているが、当地区の将来を見据えた水産物の高付加価値化の課題として、製氷貯氷

施設の整備や荷捌き施設が狭いうえに老朽化していること、及び天蓋施設未整備のため、
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多くの作業を長時間にわたり露天で行わざるを得ないなど、ソフト面での対応のみでは難

しい状況となっていることから、衛生管理型の荷捌き施設及び製氷貯氷施設の整備を含む

衛生管理型漁港への転換が求められている。 

  当地区の重要な水産資源であるほたての稚貝生産については、これまで漁場への放流後

の生残率及び成長に課題があることから、2次飼育作業を行うことで、これまでの稚貝の放

流サイズを6㎜～10㎜程度大きくする稚貝生産方式を導入している。 

  漁業経費については、原油取引価格の高騰や円安により漁業用燃料や資材などが年々増

加傾向にあり、特に漁網は経費に占める割合が高いことから対策を行う必要がある。 

また、地域では、人口の減少・高齢化が進んでおり、漁業従事者及び水産加工労働者の

人手不足が深刻化していることから対策を行う必要がある。 

漁業経営安定対策としては、漁獲共済、積立ぷらす、漁業経営セーフティーネット構築

事業の加入促進に努め、漁業経営基盤強化に取り組んでいる。 

  漁協女性部による地域夏祭りへの積極的参加と地元小学校への出張料理教室の開催によ

り、地域の魚食文化の紹介及び魚食普及の推進に取り組んでいる。 

  漁協青年部の地元中学校出前授業において、地域が伝承してきた漁村文化・漁労技術等

の紹介により、漁業及び関連業界への就労者確保に取り組んでいる。 

  漁業者・漁協及び町が連携して植樹活動を行っており、豊かな森と海を育てる取組みを

行い、併せて森林や河川及び海域環境が守るべき地域資産であることを啓蒙するために、

河川流域における環境保全活動を実施している。 

（２）その他の関連する現状等 

 興部町は、人口3,564人（令和5年12月末時点）北海道オホーツクの北東部に位置し、総

面積は362.55㎢、東西に長く南に短く海岸線に近づくにしたがいなだらかに起伏する高台

となり海岸にせまった地形である。交通インフラでは、網走市を起点としてオホーツク海

沿岸を北上し稚内市に至る延長321㎞の国道238号と網走市から苫前町を経て留萌市に至る

延長344㎞の国道239号の2路線を有し、生活基盤及び輸送の要として重要な道路網を形成し

ている。また、国道239号線沿いの興部駅跡地に「道の駅おこっぺ」や簡易無料宿泊施設

「ルゴーサ」が整備されており、多くの旅行者や観光客に利用されている。 

  当町は、大規模な酪農業、水産資源の豊富な漁業、豊かな森林を活かした林業といった

一次産業が基幹産業となっており、近年では沙留漁港において衛生管理型漁港への整備が

進められていることや先進的に実施運営しているバイオガスプラントをはじめとする環境

に低負担な循環型社会形成の推進など新たな産業の創出に積極的に取り組んでいる。一

方、少子化の進展、雇用不足による労働人口の流出など、今後も人口は減少傾向にあり、

雇用の創出や定住促進など減少率を抑える対応等が課題となっている。 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等 
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（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針 

当地域は、漁業及び漁業関連産業が基幹産業であり、漁業の好不漁が地域経済へ大きな

影響を及ぼす状況となっていることから、現状とこれまでの取組みを踏まえ、漁業者、地

域が一丸となって、水産資源の安定、魚価の向上、経費の削減に係る対策に継続して取り

組むため「第3期浜の活力再生プラン」を策定し、漁業所得の向上による漁家経営の安定

と当地域の活性化を目指す。 

① 漁業収入向上のための取組

・放流するほたての稚貝を大きくすることに取り組み、稚貝の育成促進及び生残率の

改善を図るとともに、放流枚数を安定的に生産することにより生産量の向上を図る。

・さけ・ますのふ化放流事業を強力に取り組むべく親魚確保上阻害要因となっている

興部川河口閉塞の解決、海中飼育施設の更新により健全な稚魚を育成・放流すること

で、回帰率を高め資源増大による漁業収入向上を図る。

・増殖場を整備し、うに・こんぶ資源安定と増大並びに地場資源であるソイ等稚魚保

育のための藻場造成により漁業収入の向上を図る。

・ほたて稚貝の生産方式を2次飼育へ変更したことに併せて、外海取水を可能にする

ほたて稚貝生産用井戸を整備することにより、低温で清浄な海水が使用可能となるこ

とで健康的で鮮度が向上した種苗・稚貝が生産され、へい死率の低下や漁獲量の向上

を図る。

・荷捌施設及び屋根付き岸壁を整備し、天蓋下が作業経路となることで漁獲物への異

物混入等を防ぎ、産地流通機能の強化、並びに鮮度保持の徹底により、魚価の向上を

図る。

・製氷貯氷施設を新たに整備し、近年海水温の上昇や猛暑日が続いたことによる販売

先・運搬業者・加工場からの鮮度保持に対する品質要望を満足させ、氷の増産が可能

となることで安定的な供給体制が確立され浜値の底支えに加え魚価の向上を図る。

・たこの蓄養管理により数量をまとめることで、少量の都度販売よりも買受人に対し

て販売しやすくなると同時に、高値での取引を期待する。また、あらかじめ出港前

に船に氷を備蓄し、鮮度を保持することで単価向上を図る。

・ホームページネット販売や独自イベントによる販売会を通じてブランド商品の知名

度を向上させ消費拡大を図り漁業収入の向上を目指す。

・海業、特に遊漁船業に取組む漁業者は８名おり、魚を釣る楽しさや魅力を広めるこ

とで遊漁船収入の向上を図る。

② 漁業コスト削減のための取組

・漁船の省エネ機器導入及び低速航行により、燃料コストの削減を図る。

・漁港整備事業により、航路・泊地等の整備が促進されることでさけ・ほたて漁船の

大型化が可能となり、積載能力の向上及び出漁回数の減少により、漁業経費の削減を

図る。
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・漁網洗浄施設の導入により、漁網等資材の長寿命化を図り、また、必要に応じた流

木除去を行うことで漁業資材の被害を防止し、漁業経費の削減を図る。

・新製氷貯氷施設を整備することで、外部購入氷の削減を図る。

③ 漁村の活性化のための取組

・新規就業に意欲のある者を准組合員として、組合員と共同経営することで経営に対

する不安の軽減を図り、新規就業者数の増加を目指す。

・お魚料理教室や漁業の出前授業を通して魚食普及の推進に取り組むとともに、水産

業に興味を持つ若者を育成し漁業の担い手の確保並びに漁村の活性化を図る。

・地元小中学生への漁業体験見学授業や興部町地域活性化協議会と連携し、大学生等

のゼミでの地域研修の誘致を行い、若者の交流人口を増加を図る。

（３）資源管理に係る取組 

・沙留漁協の共同漁業権行使規則における行使方法書の設定

・資源調査、稚仔発生状況調査、産卵状況調査を実施し資源の持続的利用を図る。

（毛がに篭漁業、ほっき漁業、うに漁業、ほたてがい養殖漁業、なまこ漁業）

（４）具体的な取組内容 

１年目（令和6年度） 所得向上率（基準年比）1.9％ 

漁業収入向上の

ための取組 

① 水産資源の安定増大への取組

・沙留漁協とほたてがい養殖業者は、放流するほたて稚貝を従来より

大きく（6㎜～10㎜程度）することに取り組み、稚貝の育成促進及び生

残率の改善を図るとともに、放流枚数を安定的に生産することによ

り、生産量の向上を図る。

・さけ定置網漁業者とます小型定置網漁業者は、管内さけ・ます増殖

事業協会が整備したふ化場並びに漁協が整備したさけ稚魚の海中飼育

施設を活用し、健康な稚魚を育成・放流することにより、さけ・ます

の回帰率を高め、漁獲量増加による漁業収入の向上を図る。

・沙留漁協とうに漁業者、こんぶ漁業者は、高齢の漁業者への対策も

兼ねて、割石投入によるうに・こんぶの増産を目的とした浅海増殖場

の造成を計画する。

② 漁港等の整備促進の取組

・ほたてがい養殖業者は、港内からの取水により分散作業をしている

が、大雨時の河川増水による港内流入により、低塩分下での稚貝作業

中止となることで分散が遅れ、稚貝の生残率が低下する（密集、ヒト

デ・かに等による捕食）。よって沙留漁協とほたてがい養殖業者は、

井戸設置による外海清浄海水取水を計画し、稚貝にダメージのない外

海水を利用することで、分散作業の早期終了による稚貝の生残率を高

め、生産枚数の計画達成による漁業収入の向上が図られるよう検討す

る。

・沙留漁協と全漁業者は、漁港の狭隘解消や屋根付き岸壁の整備をす

ることで水産物の流通拠点として安全・安心な物流を目指すことを北

海道・国に要請する。

③ 魚価向上の取組

・沙留漁協と全漁業者は、製氷貯氷施設を整備することにより、必要

施氷量の確保及び鮮度保持が徹底されることで、より浜値の底支え並

びに魚価の向上を目指す。

・たこ漁業者は、蓄養により数量をまとめることで、少量の都度販売

よりも買受人に対する販売を増加させ、高値での取引に取り組む。ま

た、あらかじめ出港前に船に氷を備蓄し、鮮度を保持することで単価

向上を図る。
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④ ブランド化による消費拡大

・沙留漁協と毛がに篭漁業者は、販売戦略に基づき、海明け直後に水

揚げされる毛がにのうち、サイズ、重量及び色合い等が一定水準に達

したものを「海明け一番がに」と命名し販売する独自のイベントを行

う等、水産物のブランド化に取り組み、さらに、ホームページや産地

特売会、地域と連携したイベント等で漁業者が水揚げした水産物をＰ

Ｒすることにより、知名度向上による消費拡大を図り、漁業収入の向

上を目指す。

⑤ 海業による収入向上の取組

・海業、特に遊漁船業に取組む漁業者は、魚を釣る楽しさや魅力を興

部町及び沙留漁協のホームページに掲載し、ＳＮＳにより広めること

で、遊漁客数の増加による遊漁船収入の向上を図る。

漁業コスト削減

のための取組 

① 全漁業者は、出漁時の減速航行による燃費改善及び越冬上架時におけ

る船底清掃により、燃油使用量の減少による経費の削減を図る。

② 全漁業者は、漁船の建造や機関換装の場合には省エネ型の機器を導入

する事により、燃費向上による漁業用燃油経費の削減を図る。

③ 沙留漁協とさけ定置漁業者、ほたてがい養殖業者は、漁船の船体の大

型化を進め、積載能力増大により出漁回数を減少させ、漁労コストの削

減を目指す。

④ 定置網・底建網など漁網を使用する漁業者は、漁網の長寿命化を図る

ため、付着物を除去する洗浄施設の導入について検討する。

⑤ さけ・ます定置網漁業者は、定置網の流木被害を防止するため、必要

に応じて降雨後の海岸流木漂着状況を調査し、２次被害の恐れがある場

合には、町・北海道と連携協力して流木処理を行う。

⑥ 沙留漁協は新製氷貯氷施設を整備することで、氷不足を解消し、外部

購入氷の削減を図る。

漁村の活性化の

ための取組 

① 沙留漁協と全漁業者は、現在、漁家で雇用されている従業員で新規就

業に意欲のある者は沙留漁業協同組合の准組合員として加入してもら

い、経営基盤が安定していないことから既存の組合員と共同経営をする

ことで、経営に対する不安の低減を図り、新規就業者数の増加を目指

す。

② 興部地区地域水産業再生委員会は、地元小学生、中学生の漁業体験授

業、見学、興部町地域活性化協議会と連携し、興部町と沙留漁協のＨＰ

で周知活動を行うことで、大学生等のゼミでの地域研修の誘致を行う。

活用する支援措

置等 

・水産基盤整備事業

・水産業強化支援事業

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）

・水産基盤整備事業（国）

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

・漁業収入安定対策事業（国）

・浜の活力再生交付金（国）

・水産業競争力強化金融支援事業（国）

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国）

・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国）

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

・地域づくり総合交付金（道）

・漁業近代化資金（国・道・町）
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２年目（令和7年度） 所得向上率（基準年比）4.1％ 

漁業収入向上の

ための取組 

① 水産資源の安定増大への取組

・沙留漁協とほたてがい養殖業者は、放流するほたて稚貝を従来より

大きくすることに取り組み、稚貝の育成促進及び生残率の改善を図る

とともに、放流枚数を安定的に生産することにより、生産量の向上を

図る。

・さけ定置網漁業者とます小型定置網漁業者は、管内さけ・ます増殖

事業協会が整備したふ化場並びに漁協が整備したさけ稚魚の海中飼育

施設を活用し、健康な稚魚を育成・放流することにより、さけ・ます

の回帰率を高め、漁獲量増加による漁業収入の向上を図る。

・沙留漁協とうに漁業者、こんぶ漁業者は、高齢の漁業者への対策も

兼ねて、割石投入によるうに・こんぶの増産を目的とした浅海増殖場

を造成する。

② 漁港等の整備促進の取組

・沙留漁協とほたてがい養殖業者は、井戸設置による外海清浄海水取

水を計画し、稚貝にダメージのない外海水を利用することで、分散作

業の早期終了による稚貝の生残率を高め、生産枚数の計画達成による

漁業収入の向上が図られるよう検討する。

・沙留漁協と全漁業者は、漁港の狭隘解消や屋根付き岸壁の整備をす

ることで水産物の流通拠点として安全・安心な物流を目指すことを北

海道・国に要請する。

③ 魚価向上の取組

・沙留漁協と全漁業者は、製氷貯氷施設を整備し、必要施氷量の確保

及び鮮度保持を徹底し、より浜値の底支え並びに魚価の向上を目指

す。

・たこ漁業者は、蓄養により数量をまとめることで、少量の都度販売

よりも買受人に対する販売を増加させ、高値での取引に取り組む。ま

た、あらかじめ出港前に船に氷を備蓄し、鮮度を保持することで単価

向上を図る。

④ ブランド化による消費拡大

・沙留漁協と毛がに篭漁業者は、販売戦略に基づき、海明け直後に水

揚げされる毛がにのうち、サイズ、重量及び色合い等が一定水準に達

したものを「海明け一番がに」と命名し販売する独自のイベントを行

う等、水産物のブランド化に取り組み、さらに、ホームページや産地

特売会、地域と連携したイベント等で漁業者が水揚げした水産物をＰ

Ｒすることにより、知名度向上による消費拡大を図り、漁業収入の向

上を目指す。

⑤ 海業による収入向上の取組

・海業、特に遊漁船業に取組む漁業者は、魚を釣る楽しさや魅力を興

部町及び沙留漁協のホームページに掲載し、ＳＮＳにより広めること

で、遊漁客数の増加による遊漁船収入の向上を図る。

漁業コスト削減

のための取組 

① 全漁業者は、出漁時の減速航行による燃費改善及び越冬上架時におけ

る船底清掃により、燃油使用量の減少による経費の削減を図る。

② 全漁業者は、漁船の建造や機関換装の場合には省エネ型の機器を導入

する事により、燃費向上による漁業用燃油経費の削減を図る。

③ 沙留漁協とさけ定置漁業者、ほたてがい養殖業者は、漁船の船体の大

型化を進め、積載能力増大により出漁回数を減少させ、漁労コストの削

減を目指す。

④ 定置網・底建網など漁網を使用する漁業者は、漁網の長寿命化を図る
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ため、付着物を除去する洗浄施設の導入について検討する。 
 

⑤ さけ・ます定置網漁業者は、定置網の流木被害を防止するため、必要

に応じて降雨後の海岸流木漂着状況を調査し、２次被害の恐れがある場

合には、町・北海道と連携協力して流木処理を行う。 
 

⑥ 全漁業者は新たに整備した製氷貯氷施設を活用することで氷不足を解

消し、氷の外部購入費用の削減を図る。 

漁村の活性化の

ための取組 

① 沙留漁協と全漁業者は、新規就業に意欲のある者を准組合員とし、既

存の組合員と共同経営をすることで、経営に対する不安の低減を図り、

新規就業者数の増加を目指す。 

 

② 興部地区地域水産業再生委員会は、地元小学生、中学生の漁業体験授

業、見学、興部町地域活性化協議会と連携し、興部町と沙留漁協のＨＰ

で周知活動を行うことで、大学生等のゼミでの地域研修の誘致を行う。 

活用する支援措

置等 

・水産基盤整備事業 
・水産業強化支援事業 
・浜の活力再生・成長促進交付金（国） 
・水産基盤整備事業（国） 
・漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 
・漁業収入安定対策事業（国） 
・浜の活力再生交付金（国） 
・水産業競争力強化金融支援事業（国） 
・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 
・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 
・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 
・地域づくり総合交付金（道） 
・漁業近代化資金（国・道・町） 

 

３年目（令和8年度） 所得向上率（基準年比）6.4％ 

漁業収入向上の

ための取組 

① 水産資源の安定増大への取組 
・沙留漁協とほたてがい養殖業者は、放流するほたて稚貝を従来より

大きくすることに取り組み、稚貝の育成促進及び生残率の改善を図る

とともに、放流枚数を安定的に生産することにより、生産量の向上を

図る。 
・さけ定置網漁業者とます小型定置網漁業者は、管内さけ・ます増殖

事業協会が整備したふ化場並びに漁協が整備したさけ稚魚の海中飼育

施設を活用し、健康な稚魚を育成・放流することにより、さけ・ます

の回帰率を高め、漁獲量増加による漁業収入の向上を図る。 
・沙留漁協とうに漁業者、こんぶ漁業者は、高齢の漁業者への対策も

兼ねて、割石投入によるうに・こんぶの増産を目的に造成した浅海増

殖場の拡大を図る。 
 

② 漁港等の整備促進の取組 
・沙留漁協とほたてがい養殖業者は、井戸設置による外海清浄海水取

水を整備し、稚貝にダメージのない外海水を利用することで、分散作

業の早期終了による稚貝の生残率を高め、生産枚数の計画達成による

漁業収入の向上を図る。 
・沙留漁協と全漁業者は、漁港の狭隘解消や屋根付き岸壁の整備をす

ることで水産物の流通拠点として安全・安心な物流を目指すことを北

海道・国に要請する。 
 

③ 魚価向上の取組 
・沙留漁協と全漁業者は、整備した製氷貯氷施設を活用し、施氷によ

る鮮度保持を徹底し、浜値の底支え並びに魚価の向上を図る。 
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・たこ漁業者は、蓄養により数量をまとめることで、少量の都度販売

よりも買受人に対する販売を増加させ、高値での取引に取り組む。ま

た、あらかじめ出港前に船に氷を備蓄し、鮮度を保持することで単価

向上を図る。 
 

④ ブランド化による消費拡大 
・沙留漁協と毛がに篭漁業者は、販売戦略に基づき、海明け直後に水

揚げされる毛がにのうち、サイズ、重量及び色合い等が一定水準に達

したものを「海明け一番がに」と命名し販売する独自のイベントを行

う等、水産物のブランド化に取り組み、さらに、ホームページや産地

特売会、地域と連携したイベント等で漁業者が水揚げした水産物をＰ

Ｒすることにより、知名度向上による消費拡大を図る。 
 

⑤ 海業による収入向上の取組 
  ・海業、特に遊漁船業に取組む漁業者は、魚を釣る楽しさや魅力を興

部町及び沙留漁協のホームページに掲載し、ＳＮＳにより広めること

で、遊漁客数の増加による遊漁船収入の向上を図る。 

漁業コスト削減

のための取組 

① 全漁業者は、出漁時の減速航行による燃費改善及び越冬上架時におけ

る船底清掃により、燃油使用量の減少による経費の削減を図る。 
 

② 全漁業者は、漁船の建造や機関換装の場合には省エネ型の機器を導入

する事により、燃費向上による漁業用燃油経費の削減を図る。 
 

③ 沙留漁協とさけ定置漁業者、ほたてがい養殖業者は、漁船の船体の大

型化を進め、積載能力増大により出漁回数を減少させ、漁労コストの削

減を目指す。 
 

④ 定置網・底建網など漁網を使用する漁業者は、漁網の長寿命化を図る

ため、付着物を除去する洗浄施設の導入について検討する。 
 

⑤ さけ・ます定置網漁業者は、定置網の流木被害を防止するため、必要

に応じて降雨後の海岸流木漂着状況を調査し、２次被害の恐れがある場

合には、町・北海道と連携協力して流木処理を行う。 
 

⑥ 全漁業者は新たに整備した製氷貯氷施設を活用することで氷不足を解

消し、氷の外部購入費用の削減を図る。 

漁村の活性化の

ための取組 

① 沙留漁協と全漁業者は、新規就業に意欲のある者を准組合員とし、既

存の組合員と共同経営をすることで、経営に対する不安の低減を図り、

新規就業者数の増加を目指す。 

 

② 興部地区地域水産業再生委員会は、地元小学生、中学生の漁業体験授

業、見学、興部町地域活性化協議会と連携し、大学生等のゼミでの地域

研修の誘致の検証結果を基にアンケート等で情報を収集し、誘致先を検

討する。 

活用する支援措置等 

・水産基盤整備事業 
・水産業強化支援事業 
・浜の活力再生・成長促進交付金（国） 
・水産基盤整備事業（国） 
・漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 
・漁業収入安定対策事業（国） 
・浜の活力再生交付金（国） 
・水産業競争力強化金融支援事業（国） 
・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 
・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 
・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 
・地域づくり総合交付金（道） 
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・漁業近代化資金（国・道・町）

４年目（令和9年度） 所得向上率（基準年比）8.7％ 

漁業収入向上の

ための取組 

① 水産資源の安定増大への取組

・沙留漁協とほたてがい養殖業者は、放流するほたて稚貝を従来より

大きくすることに取り組み、稚貝の育成促進及び生残率の改善を図る

とともに、放流枚数を安定的に生産することにより、生産量の向上を

図る。

・さけ定置網漁業者とます小型定置網漁業者は、管内さけ・ます増殖

事業協会が整備したふ化場並びに漁協が整備したさけ稚魚の海中飼育

施設を活用し、健康な稚魚を育成・放流することにより、さけ・ます

の回帰率を高め、漁獲量増加による漁業収入の向上を図る。

・沙留漁協とうに漁業者、こんぶ漁業者は、高齢の漁業者への対策も

兼ねて、割石投入によるうに・こんぶの増産を目的とした浅海増殖場

の造成の検証結果に基づき事業継続を図る。

② 漁港等の整備促進の取組

・沙留漁協とほたてがい養殖業者は、井戸設置による外海清浄海水取

水により、稚貝にダメージのない外海水を利用し、分散作業の早期終

了による稚貝の生残率を高め、生産枚数の計画達成による漁業収入の

向上を図る。

・沙留漁協と全漁業者は、漁港の狭隘解消や屋根付き岸壁の整備をす

ることで水産物の流通拠点として安全・安心な物流を目指すことを北

海道・国に要請する。

③ 魚価向上の取組

・沙留漁協と全漁業者は、整備した製氷貯氷施設を活用し、鮮度保持

を徹底し、浜値の底支え並びに魚価の向上を図る。

・たこ漁業者は、蓄養により数量をまとめることで、少量の都度販売

よりも買受人に対する販売を増加させ、高値での取引に取り組む。ま

た、あらかじめ出港前に船に氷を備蓄し、鮮度を保持することで単価

向上を図る。

④ ブランド化による消費拡大

・沙留漁協と毛がに篭漁業者は、販売戦略に基づき、海明け直後に水

揚げされる毛がにのうち、サイズ、重量及び色合い等が一定水準に達

したものを「海明け一番がに」と命名し販売する独自のイベントを行

う等、水産物のブランド化に取り組み、さらに、ホームページや産地

特売会、地域と連携したイベント等で漁業者が水揚げした水産物をＰ

Ｒすることにより、知名度向上による消費拡大を図る。

⑤ 海業による収入向上の取組

・海業、特に遊漁船業に取組む漁業者は、魚を釣る楽しさや魅力を興

部町及び沙留漁協のホームページに掲載し、ＳＮＳにより広めること

で、遊漁客数の増加による遊漁船収入の向上を図る。

漁業コスト削減

のための取組 

① 全漁業者は、出漁時の減速航行による燃費改善及び越冬上架時におけ

る船底清掃により、燃油使用量の減少による経費の削減を図る。

② 全漁業者は、漁船の建造や機関換装の場合には省エネ型の機器を導入

する事により、燃費向上による漁業用燃油経費の削減を図る。

③ 沙留漁協とさけ定置漁業者、ほたてがい養殖業者は、漁船の船体の大

型化を進め、積載能力増大により出漁回数を減少させ、漁労コストの削

減を目指す。

④ 定置網・底建網など漁網を使用する漁業者は、漁網の長寿命化を図る
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ため、付着物を除去する洗浄施設の導入について検討する。 
 

⑤ さけ・ます定置網漁業者は、定置網の流木被害を防止するため、必要

に応じて降雨後の海岸流木漂着状況を調査し、２次被害の恐れがある場

合には、町・北海道と連携協力して流木処理を行う。 
 

⑥ 全漁業者は新たに整備した製氷貯氷施設を活用することで氷不足を解

消し、氷の外部購入費用の削減を図る。 

漁村の活性化の

ための取組 

① 沙留漁協と全漁業者は、新規就業に意欲のある者を准組合員とし、既

存の組合員と共同経営をすることで、経営に対する不安の低減を図り、

新規就業者数の増加を目指す。 

 

② 興部地区地域水産業再生委員会は、地元小学生、中学生の漁業体験授

業、見学、興部町地域活性化協議会と連携し、大学生等のゼミでの地域

研修の内容を検証し情報を発信する。 

活用する支援措

置等 

 ・水産基盤整備事業 
・水産業強化支援事業 
・浜の活力再生・成長促進交付金（国） 
・水産基盤整備事業（国） 
・漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 
・漁業収入安定対策事業（国） 
・浜の活力再生交付金（国） 
・水産業競争力強化金融支援事業（国） 
・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 
・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 
・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 
・地域づくり総合交付金（道） 
・漁業近代化資金（国・道・町） 

 

５年目（令和10年度） 所得向上率（基準年比）11.0％ 

漁業収入向上の

ための取組 

① 水産資源の安定増大への取組 
・沙留漁協とほたてがい養殖業者は、放流するほたて稚貝を従来より

大きくすることに取り組み、稚貝の育成促進及び生残率の改善を図る

とともに、放流枚数を安定的に生産することにより、生産量の向上を

図る。 
・さけ定置網漁業者とます小型定置網漁業者は、管内さけ・ます増殖

事業協会が整備したふ化場並びに漁協が整備したさけ稚魚の海中飼育

施設を活用し、健康な稚魚を育成・放流することにより、さけ・ます

の回帰率を高め、漁獲量増加による漁業収入の向上を図る。 
・沙留漁協とうに漁業者、こんぶ漁業者は、高齢の漁業者への対策も

兼ねて、割石投入によるうに・こんぶの増産を目的とした浅海増殖場

の造成を再度計画する。 
 

② 漁港等の整備促進の取組 
・沙留漁協とほたてがい養殖業者は、井戸設置による外海清浄海水取

水により、稚貝にダメージのない外海水を利用することで、分散作業

の早期終了による稚貝の生残率を高め、生産枚数の計画達成による漁

業収入の向上を図る。 
・沙留漁協と全漁業者は、漁港の狭隘解消や屋根付き岸壁の整備をす

ることで水産物の流通拠点として安全・安心な物流を目指すことを北

海道・国に要請する。 
 

③ 魚価向上の取組 
・沙留漁協と全漁業者は、整備した製氷貯氷施設を活用し、鮮度保持

を徹底し、浜値の底支え並びに魚価の向上を図る。 
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・たこ漁業者は、蓄養により数量をまとめることで、少量の都度販売

よりも買受人に対する販売を増加させ、高値での取引に取り組む。ま

た、あらかじめ出港前に船に氷を備蓄し、鮮度を保持することで単価

向上を図る。

④ ブランド化による消費拡大

・沙留漁協と毛がに篭漁業者は、販売戦略に基づき、海明け直後に水

揚げされる毛がにのうち、サイズ、重量及び色合い等が一定水準に達

したものを「海明け一番がに」と命名し販売する独自のイベントを行

う等、水産物のブランド化に取り組み、さらに、ホームページや産地

特売会、地域と連携したイベント等で漁業者が水揚げした水産物をＰ

Ｒすることにより、知名度向上による消費拡大を図る。

⑤ 海業による収入向上の取組

・海業、特に遊漁船業に取組む漁業者は、魚を釣る楽しさや魅力を興

部町及び沙留漁協のホームページに掲載し、ＳＮＳにより広めること

で、遊漁客数の増加による遊漁船収入の向上を図る。

漁業コスト削減

のための取組 

① 全漁業者は、出漁時の減速航行による燃費改善及び越冬上架時におけ

る船底清掃により、燃油使用量の減少による経費の削減を図る。

② 全漁業者は、漁船の建造や機関換装の場合には省エネ型の機器を導入

する事により、燃費向上による漁業用燃油経費の削減を図る。

③ 沙留漁協とさけ定置漁業者、ほたてがい養殖業者は、漁船の船体の大

型化を進め、積載能力増大により出漁回数を減少させ、漁労コストの削

減を目指す。

④ 定置網・底建網など漁網を使用する漁業者は、漁網の長寿命化を図る

ため、付着物を除去する洗浄施設の導入について検討する。

⑤ さけ・ます定置網漁業者は、定置網の流木被害を防止するため、必要

に応じて降雨後の海岸流木漂着状況を調査し、２次被害の恐れがある場

合には、町・北海道と連携協力して流木処理を行う。

⑥ 全漁業者は新たに整備した製氷貯氷施設を活用することで氷不足を解

消し、氷の外部購入費用の削減を図る。

漁村の活性化の

ための取組 

① 沙留漁協と全漁業者は、新規就業に意欲のある者を准組合員とし、既

存の組合員と共同経営をすることで、経営に対する不安の低減を図り、

新規就業者数の増加を目指す。

② 興部地区地域水産業再生委員会は、地元小学生、中学生の漁業体験授

業、見学、興部町地域活性化協議会と連携し、大学生等のゼミでの地域

研修の誘致を行う。

活用する支援措

置等 

・水産基盤整備事業
・水産業強化支援事業
・浜の活力再生・成長促進交付金（国）
・水産基盤整備事業（国）
・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）
・漁業収入安定対策事業（国）
・浜の活力再生交付金（国）
・水産業競争力強化金融支援事業（国）
・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国）
・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国）
・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）
・地域づくり総合交付金（道）
・漁業近代化資金（国・道・町）
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（４）関係機関との連携 

北見管内さけ・ます増殖事業協会、北海道立総合研究機構水産研究本部網走水産試験場、

網走西部地区水産技術普及指導所などの研究機関と連携をとりながら、水産資源の安定と増

大に取り組み、また、興部町、北海道オホーツク総合振興局水産課、北海道漁業協同組合連

合会と連携をとりながら、各種支援制度を活用し「第３期浜の活力再生プラン」を実施す

る。

（５）取組の評価・分析の方法・実施体制 

 漁業収入向上、漁業コスト削減の取組については、地域水産業再生員会において水揚高・

漁業収支を各事業年度で検証し、漁業経営体の基準年比からの所得向上率の達成について検

討を行う。漁村活性化の取組については関係機関と協議し、新規就業者数の廃業率、体験授

業及び見学と大学生等のゼミの実施回数及び参加者数を検討する。

４ 目標 

（１）所得目標 

漁業者の所得の

向上10％以上 

基準年 

目標年 

（２）上記の算出方法及びその妥当性 

（３）所得目標以外の成果目標 

こんぶの水揚量の増加 

基準年 
平成３０年度～ 

令和４年度平均 
２６，４５３ ｋｇ 

目標年 令和１０年度 ２６，７１８ ｋｇ 

新規漁業者数の増加 

基準年 
平成３０年度～ 

令和４年度平均 
３．６ 人 

目標年 
令和６年度～ 

令和１０年度平均 
  ４ 人 
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（４）上記の算出方法及びその妥当性 

○所得向上の取組に係るサブ指標（こんぶの水揚量の増加） 

当地区における主要漁業であるこんぶの水揚量の増加を指標とした。基準年については過

去５年間の平均水揚量とし、目標年については浅海増殖場の造成による効果によって１％の

水揚量向上を見込むこととする。 

 

○漁村活性化の取組に係る成果指標（新規就業者数の増加） 

過去５年間の新規就業者数は、平成３０年４人、令和元年７人、令和２年０人、令和

３年２人、令和４年５人の年平均３．６人となっており、既存の漁業者との共同経営の取

組により新規漁業者数を増加させ、今期プランの５年間で年平均４人（年０．４人増）を目

指すこととする。 
 

５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

浜の活力再生・成

長促進交付金

（国） 

 製氷施設を建設し盛漁期における氷不足を図る。 

水産基盤整備事業

（国） 
 漁港の拡大が図られ、漁港の安全で効率的な利用を図る。 

（岸壁、漁港用地、取水施設、排水施設） 

漁業経営セーフテ

ィーネット構築事

業（国） 

燃油高騰などの経済的環境変化による影響を緩和し、漁労経費削減によ

り漁業経営の安定を図る。 

漁業収入安定対策

事業（国） 

漁業共済・積立ぷらすの加入者へ、漁業収入が減少した場合の減収補填

により、漁業経営の安定を図る。 

浜の活力再生交付

金（国） 

 衛生管理の強化を図り魚価の向上による漁業収入の増加を図る。作業効

率の向上による漁業経費の削減を図る。 

水産業競争力強化

金融支援事業

（国） 

 漁業機器導入や漁船リースを行う者が借り入れる資金への利子補給等を

行う。 

水産業競争力強化

漁船導入緊急支援

事業（国） 

 中核的担い手の経営基盤安定化のため、漁船リースによる漁船導入支援

を行い、漁業所得向上を目指す。 

水産業競争力強化

緊急施設整備事業

（国） 

 地区内で目指すＥＵＨＡＣＣＰ認定等の衛生管理体制整備のため、鮮度

保持に欠かせない氷の安定供給のため、貯氷施設の整備を行う。 

競争力強化型機器

等導入緊急対策事

業（国） 

 中核的担い手の経営基盤安定化のため、省エネ機器等の導入支援を行

い、漁業所得向上を目指す。 
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